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調整グループ

１　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び共通的経費の執行を行った。

　　　　　学校総務サービス課の運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	令和６年度
	令和５年度
	令和４年度

	予算額
	50,806
	42,144
	43,211

	決算額
	45,948
	37,485
	37,674


２　総務サービス運営事業における直接サービス関連について、関係課及び事業者との調整を行った。

　　　　　総務サービス運営に関わる事業費　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	令和６年度
	令和５年度
	令和４年度

	予算額
	1,855
	1,960
	1,991

	決算額
	1,410
	1,460
	1,068


３　個人型確定拠出年金に係る事業主証明書発行事務

個人型確定拠出年金は、平成28年６月３日に公布された「確定拠出年金法の一部を改正する法律」により、平成29年１月から地方公務員も加入できることになった。これに伴い、本年金加入希望者（教育庁職員及び学校教職員）が金融機関等に提出する「第２号加入者に係る事業主の証明書」の発行事務を、学校総務サービス課において行った。

　　　　令和６年度
	区　分
	証明書発行件数

	教育庁職員
	16件　　

	府立学校教職員
	144件　　

	市町村立学校教職員
	279件 　　

	合計
	439件　　


　　　　　　　　　　　　　　　
※　教育庁職員は調整Ｇで、府立学校教職員は府立学校Ｇで、市町村立学校教職員は小中学校Ｇで当該証明書発行事務を行った（この内、府立及び市町村立学校の臨時的任用職員、再任用短時間職員、非常勤講師に係る事務は非常勤・旅費Ｇで対応）。
　　　なお、令和６年12月から個人型確定拠出年金に係る事業主証明は不要となった。
　　　　　　
４　退職手当の支給
府立学校教職員及び府費負担教職員に対する退職手当の支給事務を行った。
令和６年度退職手当支出状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	114
	2,119,153
	825
	2,223,310
	939
	4,342,463

	中学校
	96
	2,052,434
	524
	1,150,654
	620
	3,203,088

	高等学校
	266
	5,882,707
	331
	1,351,637
	597
	7,234,344


	支　援　学　校
	57
	1,034,485
	260
	672,945
	317
	1,707,430

	計
	533
	11,088,779
	1,940
	5,398,546
	2,473
	16,487,325


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※特別退職措置要綱の廃止により特別退職欄は削除
令和５年度退職手当支出状況
［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	0
	0
	34 
	638,475
	814
	1,728,083
	848
	2,366,558

	中学校
	0
	0
	19 
	342,952
	562
	1,368,070
	581
	1,711,022

	高等学校
	0
	0
	17
	359,617
	337
	1,544,641
	354
	1,904,258

	支　援　学　校
	0
	0
	15
	294,420
	273
	795,461
	288
	1,089,881

	計
	0
	0
	85
	1,635,464
	1,986
	5,436,255
	2,071
	7,071,719


令和４年度退職手当支出状況

［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	170 
	3,409,177
	23 
	436,600
	825 
	968,641
	1,018 
	4,814,418

	中学校
	192 
	4,230,886
	13 
	284,897
	543 
	410,969
	748 
	4,926,752

	高等学校
	425 
	9,367,453
	22 
	474,360
	326 
	393,921
	773 
	10,235,734

	支　援　学　校
	94 
	1,927,591
	6 
	117,214
	280 
	300,400
	380 
	2,345,205

	計
	881 
	18,935,107
	64 
	1,313,071
	1,974 
	2,073,931
	2,919 
	22,322,109


非常勤・旅費グループ
１　報酬等・旅費の支給事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等の報酬等及び府立学校の教職員及び市町村立学校の府費負担教職員に係る旅費の支出並びにこれに関連する事務を行った。

（支出状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	報　　酬
	旅費

(交通費)
	報償費
	職員手当
	共済費
	旅費

（出張）
	合　計

	令和６年度
	5,978,562
	315,364
	90,878
	420,817
	3,220,253
	949,113
	10,974,987

	令和５年度
	5,623,618
	317,701
	98,309
	208,475
	3,074,798
	915,241
	10,238,142

	令和４年度
	5,512,613
	300,107
	98,211
	195,439
	127,103
	847,464
	7,080,937


　（令和７年５月31日）
· 　共済費：非常勤職員等の報酬等にかかる社会保険料、労災保険料、雇用保険料

２　非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事業所として、所管する大手前年金事務所、大阪東公共職業安定所、大阪中央労働基準監督署に対して所定の

手続きを行った。

　　社会保険資格取得等の件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	
	社会保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	令和６年度
	3,191

(小中）2,032（府立）1,159
	2,872

(小中）1,779（府立）1,093
	6,063

	令和５年度
	3,237
(小中）1,992（府立）1,245　
	3,136
（小中）1,919（府立）1,217　
	6,373

	令和４年度
	5,322
(小中）3,384（府立）1,938　
	1,982

（小中）1,457（府立）525　
	7,304


　　
　　雇用保険資格取得等の件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	
	雇用保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	令和６年度
	1,063

(小中）581（府立）482
	1,777
(小中）830（府立）947
	2,840

	令和５年度
	1,745
(小中）734（府立）961
	1,669

(小中）815（府立）854
	3,414

	令和４年度
	1,748
(小中）761（府立）987
	1,915

(小中）812（府立）1,103
	3,663


府立学校グループ

１　給与の決定、手当の認定・支給

府立学校教職員の給料の決定事務を行うとともに、総務サービスシステム（平成16年度から運用）により給与の支給及び扶養手当・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府立学校教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。

(2) 府立学校教職員の給料等の支出
府立の高等学校、支援学校の給料等の支出並びにその他これらに関する事務を行った.

令和６年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　38,987,434
	23,085,180
	62,072,614

	職員手当等
	  27,047,232
	15,614,396
	42,661,628

	　　計
	　66,034,666
	38,699,576
	  104,734,242


児童手当を含む。
令和５年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　38,136,966
	22,176,780
	60,313,746

	職員手当等
	  25,815,407
	14,639,891
	40,455,298

	　　計
	　63,952,373
	36,816,671
	  100,769,044


児童手当を含む。
令和４年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　38,854,356
	21,901,246
	60,755,602

	職員手当等
	  25,941,204
	14,230,597
	40,171,801

	　　計
	　64,795,560
	36,131,843
	  100,927,403


児童手当を含む。
(3) 扶養手当、住居手当、児童手当の認定・支給
府立学校教職員の扶養手当・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	
	令和６年度
	令和５年度
	令和４年度

	扶養手当
	1,153
	1,228
	1,589

	住居手当
	1,607
	1,334
	1,887

	　児童手当
	4,855
	4,546
	4,231

	計
	7,615
	7,108
	7,707


小中学校グループ

１　給与の決定、支給

平成18年9月から総務サービスシステムの市町村立学校への運用を開始し、平成19年4月の組織改変に伴って、府費負担教職員の給料の決定事務を行うとともに、給与の支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府費負担教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。（大阪市、堺市、豊中市、池田市、箕面市、能勢町及び豊能町は除く。）

(2) 府費負担教職員の給料等の支出
小学校、中学校、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出に関する事務を行った。
　　 なお、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出は、府立学校グループに合算で計上。

令和６年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）
（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	75,582,153
	41,171,431
	116,753,584

	職員手当等
	50,819,547
	28,452,816
	79,272,363

	合　　　計
	126,401,700
	69,624,247
	196,025,947


令和５年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）
（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	72,354,682
	39,944,650
	112,229,332

	職員手当等
	47,960,789
	27,273,830
	75,234,619

	合　　　計
	120,315,471
	67,218,480
	187,533,951


令和４年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）
（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	70,468,157
	39,375,080
	109,843,237

	職員手当等
	46,002,612
	26,512,563
	72,515,175

	合　　　計
	116,470,769
	65,887,643
	182,358,412


 (3) 児童手当の認定・支給
府費負担教職員の児童手当の認定・支給事務を行った。
	
	認　　定　　・　　支　　給　　件　　数

	令和６年度
	11,948件

	令和５年度
	8,839件

	令和４年度
	8,753件


　　　　　　　　　　　　　　　

２　認定事務に関する相談・研修事業
府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例により、府内市町村立学校長が行っている扶養・住居・通勤手当に係る認定事務の適正な処理を図るため、認定事務に関する相談事業及び研修事業（大阪市立及び堺市立を除く。）を次のとおり行った。

(1) 電話、メール及び来庁による相談

学校からの問い合わせに対し、電話、メール及び来庁により認定事務に関する相談に対応した。

また、SSCコールセンターのバックオフィスとして、当グループが連携して認定の相談に対応した。

(2) 学サ調査

府内小中学校（大阪市・堺市除く）の６分の１に相当する学校を選定し、給与支給事務が適正に行われているかどうか調査を実施した。
	
	調　　査　　対　　象　　校

	令和６年度
	147校

	令和５年度
	153校

	令和４年度
	136校


　　

(3) 研修事業
府費負担教職員の給与支給事務を処理している立場から、学校長の認定事務が主体的かつ適正に行われるようサポートする研修を行った。また、給与、旅費が適正に支給されるよう学校事務職員に職務能力向上のため研修を行った。
・校長研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	新任校長研修会
○三手当認定等について

○旅費事務について
	新任校長
	4/1(月)～
 4/19 (金)
動画にて実施

	現任校長研修会
○学サ調査結果報告（三手当等）

○学サ調査結果報告（旅費）
	全校長
	10/10(木)～11/11(月)
動画にて実施


・事務職員研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	ＳＳＣ入力研修

○ＳＳＣシステムの基本操作研修
	新規採用事務職員
臨時主事
※臨時主事は
初任者に限る

	４/15（月）午後
４/16（火）午後

４/17（水）午後

全3回実施

	新規採用事務職員・臨時主事研修会Ⅰ
○給与支給事務等について
○三手当認定事務について
○児童手当について
〇ｉＤｅＣｏについて

○旅費支給事務について
	
	4/1(月)～4/19(金)
動画にて実施

	新規採用事務職員・臨時主事補完研修会
○給与支給事務等について
○三手当認定事務について
○期末勤勉手当支給事務について

○児童手当について
○旅費支給事務について
	
	5/20(月)～6/7(金)
動画にて実施

	新規採用事務職員及び臨時主事研修会Ⅱ

○扶養手当・通勤手当認定事務について

○旅費支給事務について

○産休・育休について
○年末調整に向けて
	
	8/9(金)～9/3(火)
動画にて実施

	現任学校事務職員及び臨時主事研修会

○学サ調査結果報告（三手当等）

○学サ調査結果報告（旅費）
	全事務職員
（臨時主事含む）
	10/10(木)～11/11(月)
動画にて実施

	学校事務職員・臨時主事夏期研修会

○三手当認定事務について
○期末勤勉手当について
○児童手当について
○給与支給事務について
○旅費支給事務について

〇共済制度（短期給付）について
	
	7/22(月)～8/31(土)
動画にて実施


３　総務事務システムの市町村への展開にかかるシステム及び端末機器等・ネットワークの維持

管理を行った。
総務事務システムの市町村への展開に関わる事業費
（単位：千円）

	
	令和６年度
	令和５年度
	令和４年度

	予算額
	146,476
	147,091
	122,072

	決算額
	145,420
	145,596
	111,642


